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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第１区分
【発行日】平成26年4月17日(2014.4.17)

【公開番号】特開2013-44733(P2013-44733A)
【公開日】平成25年3月4日(2013.3.4)
【年通号数】公開・登録公報2013-011
【出願番号】特願2011-185232(P2011-185232)
【国際特許分類】
   Ｇ０１Ｒ  31/36     (2006.01)
   Ｈ０１Ｍ  10/48     (2006.01)
   Ｈ０２Ｊ   7/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０１Ｒ  31/36    　　　Ａ
   Ｈ０１Ｍ  10/48    　　　Ｐ
   Ｈ０２Ｊ   7/00    　　　Ｑ

【手続補正書】
【提出日】平成26年2月27日(2014.2.27)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　予め求めた蓄電素子の電圧と充電率との相関を示す、複数のテーブルを格納する格納手
段と、
　前記格納手段に格納された前記テーブルを参照することにより所定の充電率に対応した
前記電圧値と、測定された蓄電素子の電圧値及び電流値とを用いて前記蓄電素子の内部抵
抗を演算する演算手段とを備え、
　前記テーブルは、
　前記蓄電素子の開放電圧と充電率との相関を示す第１のテーブルと、
　前記蓄電素子に所定値の電流が流れる状態における電圧と充電率との相関を示す単数又
は複数の第２のテーブルとを含み、
　前記演算手段は、前記第１のテーブル又は前記第２のテーブルのいずれかを参照して前
記演算を行う、内部抵抗演算装置。
【請求項２】
　前記演算手段は、
　前記第１のテーブルを参照して演算を行う場合は、前記測定された電流値を用い、
　前記第２のテーブルを参照して演算を行う場合は、前記測定された電流値から前記所定
値分のオフセット値を減算して用いる、請求項１に記載の二次電池の内部抵抗演算装置。
【請求項３】
　前記第２のテーブルは、前記所定値が０．１Ｃから０．３Ｃ（Ｃ：放電容量）の範囲に
含まれる値であるものを含む、請求項２に記載の二次電池の内部抵抗演算装置。
【請求項４】
　前記演算手段が参照する、前記第１のテーブルと前記第２のテーブルとの切り替えは、
遅くとも前記演算手段の動作前に固定的に設定される、請求項１から３のいずれかに記載
の内部抵抗演算装置。
【請求項５】
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　負荷に脱着自在に接続され、これに電力を供給する蓄電素子と、
　前記蓄電素子の管理を行う管理手段とを備え、
　前記管理手段は、請求項１から４のいずれかに記載の内部抵抗演算装置を有する、被充
電装置。
【請求項６】
　予め求めた蓄電素子の電圧と充電率との相関を示す単数又は複数のテーブルを参照する
ことにより所定の充電率に対応した電圧値を取得する工程と、
　前記取得された電圧値と、測定された蓄電素子の電圧値及び電流値とを用いて前記二次
電池の内部抵抗を演算する演算工程とを備え、
　前記テーブルは、
　前記蓄電素子に所定値の電流が流れる状態における電圧と充電率との相関を示すテーブ
ルを含み、
　前記演算工程は、
　前記テーブルを参照する場合は、前記測定された電流値から前記所定値分のオフセット
値を減算して用いるものである、内部抵抗演算方法。
【請求項７】
　請求項６に記載の内部抵抗演算方法の、前記演算工程をコンピュータにより実行するた
めのプログラム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００７】
　上記の目的を達成するための、本発明の一態様に係る内部抵抗演算装置は、予め求めた
蓄電素子の電圧と充電率との相関を示す、複数のテーブルを格納する格納手段と、
　前記格納手段に格納された前記テーブルを参照することにより所定の充電率に対応した
前記電圧値、測定された蓄電素子の電圧値及び電流値を用いて前記蓄電素子の内部抵抗を
演算する演算手段とを備え、
　前記テーブルは、
　前記蓄電素子の開放電圧と充電率との相関を示す第１のテーブルと、
　前記蓄電素子に所定値の電流が流れる状態における電圧と充電率との相関を示す単数又
は複数の第２のテーブルとを含み、
　前記演算手段は、前記第１のテーブル又は前記第２のテーブルのいずれかを参照して前
記演算を行う、内部抵抗演算装置である。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　又、本発明の一態様として、前記演算手段は、
　前記第１のテーブルを参照して演算を行う場合は、前記測定された電流値を用い、
　前記第２のテーブルを参照して演算を行う場合は、前記測定された電流値から前記所定
値分のオフセット値を減算して用いることとしてもよい。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【０００９】
　又、本発明の一態様として、前記第２のテーブルは、前記所定値が０．１Ｃから０．３
Ｃ（Ｃ：放電容量）の範囲に含まれる値であるものを含むこととしてもよい。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　又、本発明の一態様として、前記演算手段が参照する、前記第１のテーブルと前記第２
のテーブルとの切り替えは、遅くとも前記演算手段の動作前に固定的に設定されることと
してもよい。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
　又、本発明の一態様として、負荷に脱着自在に接続され、これに電力を供給する蓄電素
子と、
　前記蓄電素子の管理を行う管理手段とを備え、
　前記管理手段は、前記の内部抵抗演算装置を有することとしてもよい。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１２】
　又、本発明の一態様に係る内部抵抗演算方法は、予め求めた蓄電素子の電圧と充電率と
の相関を示す単数又は複数のテーブルを参照することにより所定の充電率に対応した電圧
値を取得する工程と、
　前記取得された電圧値と、測定された蓄電素子の電圧値及び電流値とを用いて前記二次
電池の内部抵抗を演算する演算工程とを備え、
　前記テーブルは、
　前記蓄電素子に所定値の電流が流れる状態における電圧と充電率との相関を示すテーブ
ルを含み、
　前記演算工程は、
　前記テーブルを参照する場合は、前記測定された電流値から前記所定値分のオフセット
値を減算して用いるものである、内部抵抗演算方法である。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１３】
　又、本発明の一態様として、前記テーブルは、
　前記蓄電素子の開放電圧と充電率との相関を示すテーブルを更に含み、
　前記演算工程は、
　前記蓄電素子の開放電圧と充電率との相関を示すテーブルを参照する場合は、前記測定
された電流値を用いるものであるとしてもよい。
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【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１４】
　又、本発明の一態様として、前記テーブルは、前記所定値が０．１Ｃから０．３Ｃ（Ｃ
：放電容量）の範囲に含まれる値であるものを含むものであってもよい。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　又、本発明の一態様は、前記内部抵抗演算方法の、前記演算工程をコンピュータにより
実行するためのプログラムである。
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